



































































（1）  NHSについては，Sean Boyle（2011），”United Kingdom(England) Health system review,” Health System in 
Transition, 13(1),健康保険組合連合会（2012）『NHS改革と医療供給体制に関する調査研究』などを参照
（2）  William Beveridge（1942） ,“Social Insurance and Allied Services.”全文はhttp://www.sochealth.co.uk/resources/
public-health-and-wellbeing/beveridge-report/（2015年1月16日確認）




















（4）  HM Treasury,”Budget 2014,” March 2014
図1　英国の予算2014-2015年（10億ポンド）
















































































（5）  Cullis, Jones, & Propper（2000）, ”Waiting lists and medical treatment: Analysis and policies,” Culyer & 


















に終始した保守党政権の結果に対しての反省から，2000年にはThe NHS Plan: A plan for 
investment, A plan for reformが公表され，10年間をかけて医療機関や病床数の増加，そ
れを支える医師や看護師の増員，入院までの待機時間の削減などが具体的な数値目標とし
て発表された。ブレア政権では，医療機関を競争させるのではなく，個別の目標を達成す







話で相談することができるNHS Directや，夜間の予約なしの受診に対応するNHS Walk 
in Centreも導入した。
ブレア政権下で特筆すべき改革の一つはEBM（Evidenced Based Medicine）の重視であ





























































































（7）  金融広報中央委員会（2014）『「家計の金融行動に関する世論調査」[二人以上世帯調査] 
（8）  内閣府『平成25年度国民経済計』











推計結果によると，医療保険の保険料負担比率は2011 年度の 8.20 %から 2099 年度 に
は 12.45%まで上昇する。介護保険料負担率は2011年の2.32%からから， 2102 年度の 9.58%
まで上昇する。 公費負担率は医療保険については2011年の5.23%からから 2094 年度の 



















































（2006）（13）によれば，1960－2000年の米国の医療費の上昇に与えた影響は，人口高齢化 3.5% , 
医療保険制度の普及 17% ,国民所得の上昇 4.5-9.0%,医師供給数 ほぼゼロ，医療分野と他の


































































































（15）  阿部彩（2008）, 格差・貧困と公的医療保険: 新しい保険料設定のマイクロ・シミュレーション，社会保障研究，
44（3）,332-347












































































（18）  2013年以前はNHSDirectと呼ばれていた。予約なしでも各地域にあるwalk-in centreを利用できる。
（19）  東京都（2009）『救急医療と医療情報について』によると，救急相談センターを知らなかった（「全く知らなかっ
た」と「ほとんど知らなかった」の合計）は約6割である。



















































































































（21）  青木玲子・R. Vaithianathan（2006）,『デーメニ投票法は日本の少子化対策になるか? 』
（22）  Demeny, Paul （1986）. “Pronatalist Policies in Low-Fertility Countries: Patterns, Performance and 
Prospects,” Population and Development Review, vol. 12 （Supplement）: 335-358.
図7　高齢者と現役世代の負担水準の考え方（%）
資料：厚生労働省『平成24年高齢期における社会保障に関する意識等調査報告書 』第22表，高齢者の負担増は「現
役世代の負担の上昇を緩和するために，高齢者の負担が今より重くなることは やむを得ない」，現役世代の負担増
は「高齢者の負担は現状程度で留めるべきであり，少子高 齢化による負担増は，現役世代が負担するべきである」
と「高齢者の負担は現状でも重いので負担を引き下げ，現役世 代の負担を大幅に増やすべきである」の合計。
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スを保障し，限られた資源を効率的に活用する持続可能な制度を実現するためには以下の
論点を含めて，議論が必要である。制度や年齢による補助を廃止し，低所得者を対象とした
補助に切り替える。僻地医療対策を充実させる。GPと病院の役割分担を明確にし無駄な医
療費を削減する。少子高齢化による政治の先送りを改善するために選挙制度を変更するこ
とすら考える必要がある。
この論文は，平成17年度在外研究員として研究した成果についてとりまとめたもので
ある。在外研究の貴重な機会をいただいたことに感謝を申し上げるとともに，さまざまな
ご配慮をいただいた国際センターの皆様にお礼を申し上げます。
 （2015.1.26受稿，2015.3.12受理）
